
永平寺町税減免規則を次のように公布する。 

 

令和６年５月17日 

 

福井県吉田郡永平寺町長 河 合 永 充 

 

永平寺町規則第15号 

 

   永平寺町税条例減免規則 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は、永平寺町税条例(平成18年永平寺町条例第51号。以下「条例」とい

う。)第51条、第71条、第89条、第90条及び第139条の３の規定に基づき、町民税、固

定資産税、軽自動車税種別割及び特別土地保有税(以下「町税」という。)を減額し、

又は免除すること(以下「減免」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(町民税の減免) 

第２条 条例第51条第1項に規定する町民税の減免は、次に定めるところによる。 

区分 減免の割合 

(1) 生活保護法(昭和25年法律第144号)の規定による保護を受ける者 全部 

(2) 当該年に

おいて所得

が皆無とな

ったため生

活が著しく

困難となっ

た者又はこ

れに準ずる

と認められ

る者につい

ては、前年

の合計所得

額の区分ご

とに所得減

少の程度に

応じて同表

の該当欄に

掲げる減免

の割合によ

る。 

ア 失業、疾

病等による

者について

は、区分に

応じそれぞ

れに掲げる

減免の割合

による。 

前年の合計所

得金額110万円

以下 

前年の合計所得金額の10分の

３以上10分の５未満の減少 

全部 

前年の合計所得金額の10分の

５以上10分の７未満の減少 

全部 

前年の合計所得金額の10分の

７以上の減少 

全部 

前年の合計所

得金額110万円

超210万円以下 

前年の合計所得金額の10分の

３以上10分の５未満の減少 

10分の6 

前年の合計所得金額の10分の

５以上10分の７未満の減少 

10分の8 

前年の合計所得金額の10分の

７以上の減少 

全部 

前年の合計所

得金額210万円

超260万円以下 

前年の合計所得金額の10分の

３以上10分の５未満の減少 

10分の４ 

前年の合計所得金額の10分の

５以上10分の７未満の減少 

10分の６ 

前年の合計所得金額の10分の

７以上の減少 

10分の８ 



前年の合計所

得金額260万円

超310万円以下 

前年の合計所得金額の10分の

３以上10分の５未満の減少 

10分の２ 

前年の合計所得金額の10分の5

以上10分の7未満の減少 

10分の４ 

前年の合計所得金額の10分の7

以上の減少 

10分の６ 

前年の合計所

得金額310万円

超410万円以下 

前年の合計所得金額の10分の3

以上10分の5未満の減少 

10分の１ 

前年の合計所得金額の10分の5

以上10分の7未満の減少 

10分の２ 

前年の合計所得金額の10分の7

以上の減少 

10分の４ 

イ 震災、風

水害、火災

その他これ

らに類する

災害により

被害を受け

た者につい

ては、区分

に応じそれ

ぞれに掲げ

る減免の割

合による。 

(ア) 死亡した者 全部 

(イ) 法第292条第１項第10号に規定する障害

者となった者 

10分の９ 

(ウ) 自己

（その他同

一生計配偶

者及び扶養

親族を含

む）の所有

に係る住宅

又は家財に

ついて受け

た損害の金

額（保険

金、損害賠

償金等によ

り補填され

るべき金額

を除く。）

がその住宅

又は家財の

価格の10分

の３以上で

ある者で、

前年の合計

前年の合計所

得金額500万円

以下 

損害の程度10分

の3以上10分の5

未満 

２分の１ 

損害の程度10分

の5以上 

全部 

前年の合計所

得金額500万円

超750万円以下 

損害の程度10分

の３以上10分の

５未満 

４分の１ 

 

損害の程度10分

の５以上 

２分の１ 

前年の合計所

得金額750万円

超1,000万円以

下 

損害の程度10分

の３以上10分の

5未満 

８分の１ 

損害の程度10分

の５以上 

４分の１ 



所得金額が

1,000万円以

下であるも

のについて

は、該当欄

に掲げる割

合による。 

(3) 学生、生徒 勤労学生控除対象者のうち、自己の勤労に基

づかない所得が10万円以下のもの 

全部 

(4) 公益社団法人及び公益財団法人で収益事業を行わないもの 全部 

(5) 地方自治法(昭和22年法律第67号)第260条の２第１項の認可を受けた

地縁による団体で収益事業を行わないもの 

全部 

(6) 政党交付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律

(平成６年法律第106号)第8条に規定する法人である政党又は政治団体 

全部 

(7) 特定非営利活動促進法(平成10年法律第７号)第２条第２項に規定する

法人で収益事業を行わないもの 

全部 

注 この表において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 天災その他特別の事情 震災、風水害、火災、その他 地方税法施行令(昭和

25年政令第245号。以下「令」という。)第48条の５第１項に規定する災害をい

う。 

(2) 障害者 地方税法(昭和25年７月31日法律第226号。以下「法」という。)第292

条第１項第10号に規定する障害者をいう。 

(3) 合計所得金額 法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額(法附則第33条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額、法附則第33条の３第

５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、法附則第34条第４項に規定する

課税長期譲渡所得金額(法第314条の２の規定の適用がある場合は、その適用前の

金額とする。)、法附則第35条第５項に規定する課税短期譲渡所得金額(法第314条

の２の規定の適用がある場合は、その適用前の金額とする。)、法附則第35条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額、法附則第35条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額又は法附則第35条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額がある場合には、当該金額を含む。)を

いう。 

備考 

１ 個人の町民税及び法人の町民税の減免は、この表の区分の欄に掲げる減免事由

の区分に応じ、それぞれの号又は当該右欄に定める減免の割合の範囲内において

行うものとする。ただし、法第328条の規定による分離課税に係る所得割について

は、減免はしないものとする。 



２ 特別徴収に係る個人の町民税の減免は、納税者について行い、特別徴収義務者

については行わない。 

３ 町長は、この表に掲げる割合以外の割合により減免すべき特別の事情があると

認めるときは、その割合により減免することができるものとする。 

(固定資産税の減免) 

第３条 条例第71条第1項に規定する固定資産税の減免は、次に定めるところによる。 

区分 減免の割合 

(1) 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資産 全部 

(2) 公益のた

めに直接専

用する固定

資産(有料で

使用するも

のを除く。)

で次のアか

らオまでの

いずれかに

該当すると

き。 

ア 専ら広く地域の集会の用に供する家屋及びその敷地 全部 

イ 専ら地域住民の福祉の向上のために供する公園、広場

等の敷地 

全部 

ウ 学校法人等、公益社団法人及び公益財団法人、宗教法

人並びに社会福祉法人以外の者が設置した幼稚園におい

て直接保育の用に供する固定資産 

全部 

エ 不特定多数の人又は車の自由通行の用に供されている

私道で公共の用に供する道路に準ずるものとして町長が

必要と認めたもの 

全部 

オ 防火用貯水池及び防火用水槽の用に供する土地 全部 

(3) 町の全部

又は一部に

わたる災害

又は天候の

不順によ

り、著しく

価値を減じ

た固定資産 

土地 ア 被害面積が当該土地の面積の10分の８以上で

あるもの 

全部 

イ 被害面積が当該土地の面積の10分の６以上10

分の８未満であるもの 

10分の８ 

ウ 被害面積が当該土地の面積の10分の４以上10

分の６未満であるもの 

10分の６ 

エ 被害面積が当該土地の面積の10分の２以上10

分の４未満であるもの 

10分の４ 

家屋 ア 全壊、流失、全焼、埋没等により家屋の原形

をとどめないもの又は復旧不能のもの 

全部 

イ 主要構造部分が著しく損傷し、大修理を必要

とする場合において当該家屋の価格の10分の６

以上の価値を減じたもの 

10分の８ 

ウ 屋根、内壁、外壁、建具等に損傷を受け、居

住又は使用目的を著しく損じた場合において当

該家屋の価格の10分の４以上10分の６未満の価

値を減じたもの 

10分の６ 



エ 下壁、畳等に損傷を受け居住又は使用目的を

損じ、修理又は取替えを必要とする場合におい

て当該家屋の価格の10分の２以上10分の４未満

の価値を減じたもの 

10分の４ 

償却資産 家屋の場合

に準ずる 

注 この表において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 災害 震災、風水害、火災その他令第48条の５第１項に規定する災害で、町内

の固定資産に生じたものをいう。 

(2) 学校法人等 法第348条第２項第９号に規定する学校法人等をいう。 

備考 

１ 固定資産税の減免は、それぞれの固定資産について、この表の区分の欄に掲げ

る減免の事由の区分に応じ、当該右欄に掲げる減免の割合の範囲内において行う

ものとする。 

２ 町長は、この表に掲げる減免の割合以外の割合により減免すべき特別の事情が

あると認めるときは、その割合により減免することができるものとする。 

(軽自動車税種別割の減免) 

第４条 条例第89条第１項に規定する公益のために直接専用すると認める軽自動車等に係

る軽自動車税種別割の減免は、次に定めるところによる。 

区分 減免の割合 

(1) 公益財団法人又は公益社団法人が所有し、寄付行為又は定款に定め

られた公益事業を行うために専ら使用する軽自動車等 

全部 

(2) 社会福祉法人が所有し、社会福祉法(昭和26年法律第45号)第２条に

規定する社会福祉事業(当該事業に準ずるものとして町長が認める事業

を含む。)又は同法第26条第１項に規定する公益事業を行うために専ら

使用する軽自動車等 

全部 

(3) 特定非営利活動法人が所有し、定款に定める活動が公益のために必

要と認められる事業に専ら使用する軽自動車等 

全部 

(4) その他特に町長が必要と認める軽自動車等 全部 

(身体障害者等に対する軽自動車税種別割の減免) 

第５条 条例第90条第１項に規定する身体障害者等に対する軽自動車税種別割の減免の割

合は、全部とする。 

２ 条例第90条第１項第１号に規定する町長が必要と認めるものは、次項各号に掲げる者

の通学、通院、通所又は生業の用に供する軽自動車等とする。 

３ 条例第90条第１項第１号に規定する身体障害者等は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 



(1) 身体障害者手帳の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法施行規則(昭和25年厚生省令

第15号)別表第５号に定める障害の級別に該当する障害を有するもの 

障害の区分 障害の級別 

視覚障害 １級から４級までの各級 

聴覚障害 ２級及び３級 

平衡機能障害 ３級 

音声機能障害(喉頭摘出による音声

機能障害がある場合に限る。) 

３級 

上肢不自由 １級及び２級 

下肢不自由 １級から６級までの各級(身体障害者が自ら運転す

る場合以外の場合にあっては、１級から３級までの

各級) 

体幹不自由 １級から３級までの各級及び５級(身体障害者が自

ら運転する場合以外の場合にあっては、１級から３

級までの各級) 

乳幼児期以前の非

進行性脳病変によ

る運動機能障害 

上肢機能 １級及び２級 

移動機能 １級から６級までの各級(身体障害者が自ら運転す

る場合以外の場合にあっては、１級から３級までの

各級) 

心臓機能障害 １級及び３級 

じん臓機能障害 １級及び３級 

呼吸器機能障害 １級及び３級 

ぼうこう又は直腸の機能障害 １級及び３級 

小腸の機能障害 １級及び３級 

ヒト免疫不全ウイルスによる免疫

機能障害 

１級から３級までの各級 

肝臓機能障害 １級から３級までの各級 

(2) 戦傷病者手帳の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に

応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる恩給法(大正12年法律第48号)別表第1号表の２又

は第１号表の３に定める重度障害の程度又は障害の程度に該当する障害を有するも

の 

障害の区分 重度障害の程度又は障害の程度 

視覚障害 特別項症から第４項症までの各項症 



聴覚障害 特別項症から第４項症までの各項症 

平衡機能障害 特別項症から第４項症までの各項症 

音声機能障害(喉頭摘出による音声

機能障害がある場合に限る。) 

特別項症から第２項症までの各項症 

上肢不自由 特別項症から第３項症までの各項症 

下肢不自由 特別項症から第６項症までの各項症及び第１款症か

ら第３款症までの各款症(身体障害者が自ら運転す

る場合以外の場合にあっては、特別項症から第３項

症までの各項症) 

体幹不自由 特別項症から第６項症までの各項症及び第１款症か

ら第３款症までの各款症(身体障害者が自ら運転す

る場合以外の場合にあっては、特別項症から第4項

症までの各項症) 

心臓機能障害 特別項症から第３項症までの各項症 

じん臓機能障害 特別項症から第３項症までの各項症 

呼吸器機能障害 特別項症から第３項症までの各項症 

ぼうこう又は直腸の機能障害 特別項症から第３項症までの各項症 

小腸の機能障害 特別項症から第３項症までの各項症 

(3) 厚生労働大臣が定めるところにより交付される療育手帳の交付を受けている者の

うち、重度の障害を有し、当該療育手帳の障害の程度の記載欄に「Ａ」と記載のあ

るもの 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条の規定

により交付された精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者のうち、その障害

等級が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令(昭和25年政令第155号)第６

条第３項に規定する１級の障害を有するもの 

４ 条例第90条第１項第２号に規定する軽自動車等は、車椅子の昇降装置若しくは固定装

置を備える等身体障害者等の利用に供するための特別の仕様により製造された軽自動

車等又は一般の軽自動車等に同種の構造変更が加えられた軽自動車をいう。 

(特別土地保有税の減免) 

第６条 条例第139条の３第１項に規定する特別土地保有税の減免は、次に定めるところ

による。 

区分 減免の割合 

(1) 公益のために直接専用する土地 固定資産税の土地に係る減免に準ずる割合 

(2) 町の全部又は一部にわたる災害によ

り、著しく価値を減じた土地 

固定資産税の土地に係る減免に準ずる割合 



注 この表において「災害」とは、震災、風水害、火災その他令第48条の５第１項に

規定する災害をいう。 

備考 

１ 特別土地保有税の減免は、この表の区分の欄に掲げる減免事由の区分に応じ、

当該右欄に掲げる減免の割合の範囲において行うものとする。 

２ 町長は、この表に掲げる減免の割合以外の割合により減免すべき特別の事情が

あると認めるときは、その割合により減免することができるものとする。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


